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判       決 

主       文 

１ 本件訴えを却下する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求の趣旨 

１ 第１次的請求 

被告らは，原告ら各自（原告らの連帯債権という趣旨。以下同じ。）に対し，

連帯して，２２億４６５４万１４９０円及びこれに対する平成２８年１月２１日

から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

２ 第２次的請求 

⑴ 被告アクティブは，原告ら各自に対し，２２億４６５４万１４９０円及びこ

れに対する平成３０年４月１日から支払済みまで年６分の割合による金員を

支払え。 

⑵ 被告つうけん及び被告Ａは，原告ら各自に対し，連帯して，２２億４６５４

万１４９０円及びこれに対する平成２８年１月２１日から支払済みまで年５

分の割合による金員を支払え。 

３ 第３次的請求 

⑴ 被告アクティブは，原告ら各自に対し，２２億４６５４万１４９０円及びこ

れに対する平成２８年１月２１日から支払済みまで年５分の割合による金員

を支払え。 

⑵ 被告つうけんは，原告ら各自に対し，２２億４６５４万１４９０円及びこれ

に対する平成２６年３月１４日から支払済みまで年５分の割合による金員を

支払え。 

４ 第４次的請求 

⑴ 被告アクティブは，原告ら各自に対し，２２億４６５４万１４９０円及びこ
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れに対する平成３０年４月１日から支払済みまで年６分の割合による金員を

支払え。 

⑵ 被告つうけんは，原告ら各自に対し，２２億４６５４万１４９０円及びこれ

に対する平成２６年３月１４日から支払済みまで年５分の割合による金員を

支払え。 

第２ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

本件は，原告ら（なお，原告創配は，原告重機の太陽光発電事業に係る権利義

務を吸収分割により承継した会社である。）が，原告重機が被告アクティブとの

間で太陽光発電設備の設計及び施工並びに同設備の敷地の造成工事を内容とす

る請負契約を締結したところ，被告アクティブの設計及び施工に瑕疵があったた

めに土地及び発電設備につき修補工事を実施する必要が生じたなどとして，①被

告アクティブに対し，請負契約に基づく瑕疵修補に代わる損害賠償請求（民法（平

成２９年法律第４４号による改正前のもの。以下同じ。）６３４条２項）又は不法

行為に基づく損害賠償請求として，修補工事費用等の損害合計２２億４６５４万

１４９０円及び遅延損害金の支払を，②被告アクティブ及びその親会社である被

告つうけんの従業員として，前記請負契約の締結交渉に当たり，工事の設計及び

施工も担当した被告Ａに対し，前記瑕疵は被告Ａの重大な過失によるものである

と主張して，不法行為に基づき，前記被告アクティブに対する請求と同額の金員

の賠償及び遅延損害金の支払を，③被告つうけんに対し，被告つうけんは，被告

Ａの使用者として被告Ａの前記不法行為につき使用者責任（民法７１５条）を負

うとともに，前記請負契約の締結に当たって，被告アクティブに太陽光発電の建

設工事を行うことができるような設計及び施工の能力がなかったことを原告重

機に伝えるべきであったにもかかわらずこれを怠った情報提供義務違反があり，

これが不法行為を構成すると主張して，前記各請求と同額の金員の賠償及び遅延

損害金の支払をそれぞれ求める事案である。 



 

3 

 

なお，第１次請求ないし第４次請求までの各請求は，訴訟物ごとに被告らの連

帯関係並びに遅延損害金の起算日及び利率が異なることによる区別であり，❶第

１次的請求は，前記請負契約に係る設計及び施工の瑕疵を理由とする被告らに対

する不法行為（被告つうけんについては使用者責任）に基づく損害賠償請求権，

❷第２次請求は，被告アクティブについては請負契約に基づく瑕疵修補に代わる

損害賠償請求権，被告つうけん及び被告Ａについては設計及び施工の瑕疵を理由

とする不法行為（被告つうけんについては使用者責任）に基づく損害賠償請求権，

❸第３次請求は，被告アクティブについては設計及び施工の瑕疵を理由とする不

法行為に基づく損害賠償請求権，被告つうけんについては前記情報提供義務違反

を理由とする不法行為に基づく損害賠償請求権，❹第４次請求は，被告アクティ

ブについては請負契約に基づく瑕疵修補に代わる損害賠償請求権，被告つうけん

については前記情報提供義務違反を理由とする不法行為に基づく損害賠償請求

権にそれぞれ対応するものである。 

原告らの請求に対し，被告らは，前記請負契約において，原告重機と被告アク

ティブとの間で，同契約に関して生じた紛争について，建設工事紛争審査会の仲

裁に服する旨の仲裁合意がされているところ，同合意の効力は当事者である原告

重機及び被告アクティブのみならず，原告創配並びに被告つうけん及び被告Ａに

も及ぶものであると主張して，本案前の答弁として訴えの却下を求めた。 

当裁判所は，この点についてまず審理，判断することとして，弁論を終結した。 

２ 前提事実 

以下の事実のうち，証拠の掲記がない事実は当事者間に争いがない。 

⑴ 当事者 

原告重機は，荷役作業請負等を業とする株式会社であり，主として大型機材

を工場等へ運搬し，据え付ける業務を行っているが，後述するとおり，平成２

４年頃から，北海道阿寒郡鶴居村において太陽光発電事業を行っている。 

原告創配は，平成２９年６月１日に，原告重機の太陽光発電事業部門を分社
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化するために設立され，平成３０年３月２６日に，原告重機の太陽光発電事業

に係る権利義務（後述する原告重機と被告アクティブとの間の本件請負契約に

基づく権利義務を含む。）を吸収分割によって承継した株式会社である。 

被告アクティブは，電気通信設備，電気設備及び建設工事の設計，施工等を

業とする株式会社である。 

被告つうけんは，被告アクティブと同様に電気通信設備等の設計，施工等を

目的とする株式会社であり，被告アクティブの親会社である。 

被告Ａは，原告重機と被告アクティブとの間の後記⑵記載の請負契約に関し

て，当初被告つうけんの担当者として契約締結交渉に関与し，平成２６年５月

１日以降は転籍先である被告アクティブの担当者として当該請負契約に基づ

く工事の設計及び施工に関与した者である。なお，被告Ａは，平成２９年１月

３１日に被告アクティブを退職した（乙１２）。 

⑵ 原告重機の太陽光発電事業と被告アクティブとの請負契約の締結 

原告重機は，平成２４年頃，鶴居村に所在する土地を購入し，同土地に太陽

光発電設備を建設して，太陽光発電事業を行うこととした。 

そこで，原告重機は，同年１０月以降，太陽光発電設備に係る設備認定や林

地開発許可等の所定の手続を経た上で，太陽光発電設備の設置予定地の伐採開

墾を訴外有限会社川上産業（以下「川上産業」という。）に依頼したが，工事開

始後の平成２５年１０月頃，設置予定地の置土が雨で流出する事故が発生する

などしたため，川上産業は工事から撤退することとなった（甲１～３，弁論の

全趣旨）。 

そうしたところ，同年１２月頃，当時被告つうけんの従業員であった被告Ａ

が，原告重機に対し，原告重機の太陽光発電事業について話を聴きたいと申し

向けた。後日，原告重機が被告Ａに事業の詳細を伝えると，被告Ａから，被告

つうけんで原告重機の太陽光発電設備の建設工事を行いたい旨の申出があっ

た。 
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これ以降，原告重機と被告つうけんとの間で前記工事に係る請負契約の締結

に係る交渉が行われたが，その後，被告らの事情により，実際の工事は被告ア

クティブが行うこととなったため，原告重機と被告アクティブとの間で交渉が

行われた。 

そして，平成２６年３月１４日，原告重機と被告アクティブとの間で，原告

重機が設置を予定していた２つの太陽光発電所のうちの１つ（以下「１号発電

所」という。）の発電設備設置工事及び同設備の敷地の造成工事を内容とする

請負契約が締結された（以下「１号請負契約」という。なお，代金は，同契約

締結後の変更を経て最終的に３億２４００万円となった（甲４１の２）。）。１

号発電所は，同年１０月１日に工事が完了（予定された工程の一応の終了を意

味し，約定されたとおりの工事の完成については当事者間に争いがある。）し，

同日から売電が開始された。 

また，同年９月９日，原告重機と被告アクティブとの間で，もう１つの太陽

光発電所（以下「２号発電所」という。）の発電設備設置工事及び同設備の敷地

の造成工事を内容とする請負契約が締結された（以下「２号請負契約」といい，

１号請負契約と併せて「本件請負契約」という。なお，２号請負契約の代金は，

同契約締結後の変更を経て最終的に７億４５２０万円となった（甲５の３）。）。

２号発電所は，平成２８年１月２１日に工事が完了（ここにおける「完了」の

意味も，１号請負契約において記載したのと同様である。）し，同日から売電が

開始された。 

原告重機と被告アクティブとの間では，本件請負契約の締結に当たって，そ

れぞれ契約書が作成されたが（甲５の１，４１の１），これらの契約書には，い

ずれも，第４５条１項において，「この契約の条項で甲乙（注：「甲」は原告重

機，「乙」は被告アクティブを指す。）協議を要するものにつき協議がととのわ

ない場合，その他この契約に関して甲乙間に紛争が生じた場合は，建設業法に

よる建設工事紛争審査会のあっせん又は調停によって，その解決を図る。」と



 

6 

 

定められ，また，同条２項においては，「前項の審査会があっせん若しくは調停

しないとき，又はこれを打ち切った場合においては，その旨を当事者が受けた

ときは，紛争を同審査会の仲裁に付し，その判断に服する。」（以下，この規定

を「本件仲裁規定」という。）と定められていた。 

⑶ 紛争の発生と中央建設工事紛争審査会における調停手続 

２号発電所の工事中である平成２７年４月１０日，同発電所設置予定地の高

盛土部分が崩壊する事故が発生した。その後，被告アクティブが修復工事を実

施し，平成２８年１月２１日に工事を完了し，２号発電所の売電が開始された

ものの，同年４月８日に，同じ箇所が再び崩壊する事故が発生した。 

前記事故の発生後，原告重機が，被告アクティブに対し，同事故に関する修

復工事を行うことを求めるとともに，１号発電所及び２号発電所の工事に関し

て多数の瑕疵が発覚したなどと主張して，これについても修復工事を行うこと

を求めた。そこで，以後，原告らと被告アクティブとの間で修復工事に係る協

議が行われ，被告アクティブが原告重機に対して修復工事計画案を提示するな

どしたが，平成３０年１２月１７日に，原告らが前記計画案を受け容れないと

したため，協議が打ち切られた。なお，原告創配は，上記協議中である同年８

月１６日，被告アクティブに対し，同原告が提示する和解案による早期の合意

が実現できない場合には，「ＡＤＲ（建設工事紛争審査会）」における解決を求

める予定である旨を伝えた（乙４）。 

被告アクティブは，平成３１年３月１日，本件請負契約４５条１項に基づき，

原告らを相手方として，中央建設工事紛争審査会（以下，単に「審査会」とい

う。）に対して調停を申し立てた（以下「先行調停事件」という。）。 

その後，先行調停事件で９回の期日が実施されたが，令和２年１２月１８日

の第９回調停期日において，審査会が，被告アクティブ及び原告らに対して，

被告アクティブが先行調停事件の手続において提示した瑕疵修補工事案を基

本としつつ若干の修正を加えた調停案を提示した。 
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これに対し，原告らは，前記調停案は受け容れ難いとして，令和３年１月１

９日，当裁判所に対し，被告アクティブに加えて，先行調停事件の当事者では

なかった被告つうけん及び被告Ａをも被告として，本件訴えを提起した。これ

を受けて，審査会は，同月２１日，当事者間に合意の見込みがないとして先行

調停事件を打ち切った。 

⑷ 仲裁事件の係属 

被告アクティブは，本件訴え提起後の令和３年２月３日，原告らを相手方と

して，審査会に対し，仲裁の申立てをした（以下，同申立てに係る事件を「仲

裁事件」という。）。そして，同年３月３１日，審査会に対し，審査会が仲裁権

限を有する旨の仲裁判断前の独立の決定（仲裁法２３条１項及び４項１号）を

することを求めた。 

審査会は，同年６月３０日に実施された仲裁事件の第１回審理期日において，

被告アクティブ及び原告らに対し，仲裁合意の効力等についての審理判断の重

複を避けるために，当裁判所の判断を先行させるのが望ましい旨述べた。これ

について，被告アクティブ及び原告らが，当裁判所の判断を先行させることに

ついて了承したため，仲裁事件の次回期日は追って指定することとされた。こ

れにより，仲裁事件の審理は，本件口頭弁論終結時点において，事実上中断し

ている。 

３ 争点 

本件の仲裁合意に関する争点は，以下のとおりである。 

⑴ 原告重機と被告アクティブとの間の仲裁合意の成否及び有効性 

⑵ 前記仲裁合意の効力が被告つうけん及び被告Ａに及ぶか否か 

４ 当事者の主張 

⑴ 原告重機と被告アクティブとの間の仲裁合意の成否及び有効性 

【被告らの主張】 

原告重機は，本件請負契約の各契約書の内容を確認した上で押印し，本件請
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負契約を締結したのであるから，原告重機と被告アクティブとの間で，本件仲

裁規定のとおり仲裁合意が成立している。 

本件請負契約は，原告重機と被告アクティブという業者間の契約であり，２

つの契約代金の合計が１０億円を超える高額な契約であって，契約書ひな形の

交付から契約の締結までに１号請負契約については約１０日間，２号請負契約

については約１週間の期間があったことからすれば，原告重機が契約書の内容

を確認していなかったなどということはあり得ない。現に，原告重機の代表者

は，１号請負契約の締結に際し，契約書について「内容は確認済みです」と述

べ，契約書の内容について何の質問もしなかった。これらの事実から，原告重

機が，契約書を確認した上で１号請負契約を締結したことは明らかである。２

号請負契約についても，原告重機と被告アクティブは，１号請負契約と同じ内

容の契約書であることを確認した上で締結しているのであり，仲裁合意が含ま

れることを前提として契約を締結したものである。 

以上より，原告重機は，本件仲裁規定を含む契約書の内容を確認した上で本

件請負契約を締結したものであるから，原告重機と被告アクティブとの間で仲

裁合意が有効に成立していたことは明らかである。また，仮に原告重機に錯誤

があったとしても，原告重機には重過失があるというべきである。 

なお，原告らは，審査会に調停手続が係属する以前に，被告アクティブに対

し，「ＡＤＲ（建設工事紛争審査会）における解決を求める予定でおります」と

記載した文書を送付していたところ，原告らにおいても，本件請負契約に仲裁

合意が含まれていることを前提としていた。原告らは，先行調停事件において

約２年間にわたり，調停期日が９回も重ねられたにもかかわらず，審査会が原

告に不利な調停案を出すや否や，調停案は受諾できないとして突如被告つうけ

ん及び被告Ａを巻き込んで本件訴訟を提起したものであるから，原告らが仲裁

合意を潜脱しようと意図していることは明らかである。 

【原告らの主張】 
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仲裁合意の成立は否認する。また，仮に仲裁合意が成立していると認められ

た場合でも，錯誤又は通謀虚偽表示によって無効である。 

原告重機は，本件請負契約の各締結当時，請負契約書に本件仲裁規定が含ま

れていることを認識しておらず，仲裁合意をする意思を有していなかった。す

なわち，原告重機は，本件請負契約に関して，契約の細かい技術的な部分につ

いては，公共工事等で実績を有し，太陽光発電施設に係る工事にもノウハウが

ある被告つうけん及び被告アクティブを信頼して進めていけば問題ないと認

識しており，契約書１枚目に記載されている支払条件等の本件請負契約に特有

の部分だけ確認すればよいと考え，契約書の２枚目以降の記載を仔細に確認す

ることはなかったし，弁護士等の法律専門家にアドバイスを求めるなどもしな

かった。そして，本件請負契約の締結の際にも，条項の読み合わせや被告アク

ティブからの説明がされるといったこともなかったため，本件仲裁規定の存在

に気が付くことのないまま，本件請負契約を締結したのである。 

また，かかる経緯に加えて，原告重機と被告アクティブとの間では，契約書

記載の条項の多くが履行されておらず，図面・仕様書を引用しながらその添付

がないといった不備があることに照らせば，本件請負契約にかかる契約書は，

他の書式を流用した形式的なものに過ぎず，原告重機と被告アクティブとの間

で，同契約書記載の条項で合意する意思がなかったことは明らかである。 

以上のとおり，原告重機と被告アクティブには，仲裁合意をする意思がなか

ったのであるから，仲裁合意の成立は認められず，仮に仲裁合意の成立が認め

られたとしても，仲裁合意を行うという効果意思がないため，錯誤又は通謀虚

偽表示により無効である。 

被告らは，原告らが仲裁合意を潜脱して本件訴訟を提起したなどと主張する

が，仲裁合意が不成立又は無効であることは前記のとおりであるし，原告らは，

審査会における解決とともに，訴訟による解決も先行調停事件の当初から検討

しており，先行調停事件において自己の求める解決を模索したが，納得のいく
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調停案が審査会から示されなかったため，当初の予定どおり本件訴訟を提起し

たものである。本件訴えにおいて被告つうけん及び被告Ａを被告としたのは，

被告らそれぞれの役割に応じた責任を追及するためである。このように，原告

らにおいて仲裁合意を潜脱する意図はない。 

⑵ 前記仲裁合意の効力が被告つうけん及び被告Ａに及ぶか否か 

【被告らの主張】 

本件請負契約は，当時被告つうけんの甲事業所技術担当課長であった被告Ａ

が原告重機に対する営業を行ったことが発端となっており，また，被告Ａは，

本件請負契約の締結後も，被告アクティブに転籍して工事の設計を自ら行い，

現場代理人として施工に関与したところ，被告Ａは，本件請負契約の締結に至

る過程及び施工過程における被告アクティブ及び被告つうけんの中心的存在

であって，原告重機もそのように認識していた。また，本件請負契約は，もと

もと被告つうけんと原告重機との間で契約締結に係る協議が行われていたが，

つうけんグループ内における業務分担の関係から被告アクティブが契約主体

となったものであるし，契約締結後も，被告つうけんの社員であった被告Ａが，

被告アクティブに転籍して工事の設計及び施工に従事していたのであるから，

かかる本件請負契約の締結に至る経緯及び被告Ａの関与の在り方等に照らせ

ば，原告重機は，本件請負契約の相手方として，被告アクティブと被告つうけ

んを一体的に捉えていた。 

そして，原告らの被告アクティブに対する請求と被告つうけん及び被告Ａに

対する請求は，いずれも本件請負契約に基づく工事の瑕疵を理由とする損害賠

償請求であって，請求の基礎は同一であり，実質的に一体の紛争というべきで

ある。そうすると，原告らの被告らに対する紛争は統一的に判断する必要があ

るというべきである。 

これらのことからすれば，本件請負契約に関する紛争を審査会の仲裁に付す

る旨合意した当事者の合理的な意思に照らして，被告つうけん及び被告Ａに対
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しても，仲裁合意の効力が及ぶと解すべきである。 

また，前記のとおり，原告らが，仲裁合意を潜脱する意図で被告つうけん及

び被告Ａを被告に加えて本件訴訟を提起したことは明らかであるところ，この

ように法人の代表者等を被告に加えるだけで容易に仲裁合意を潜脱できると

解するのは，仲裁合意の安定性及び当事者の期待を害するものであって相当で

なく，かかる観点からも，被告つうけん及び被告Ａに仲裁合意の効力が及ぶと

解するのが相当というべきである。 

【原告らの主張】 

争う。仲裁合意の効力は，合意の当事者についてのみ及ぶのが原則である。

被告らの主張は，仲裁合意の効力が当事者にのみ及ぶという前記原則を覆す根

拠とはなり得ない。また，前記のとおり，原告らにおいて，仲裁合意を潜脱す

る意図などない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 原告重機と被告アクティブとの間の仲裁合意の成否及び有効性（争点⑴） 

⑴ 原告重機と被告アクティブは，本件請負契約の締結に当たって，それぞれ契

約書を作成しているところ（甲５の１，４１の１），本件請負契約は，各契約書

の末尾に原告重機と被告アクティブがそれぞれ押印することによって締結さ

れたものと認められる。 

本件仲裁規定は，これらの契約書の条項に含まれていたものであり，これら

の契約書はいずれも被告アクティブが案文を用意して，原告重機に交付したも

のであるが（争いなし），原告重機が案文の交付を受けてから契約書の押印を

するまでの間に，１号請負契約については約１０日間，２号請負契約について

は約１週間の期間があったと認められるところ（争いなし），本件請負契約締

結の前には，いずれも原告重機が契約書の内容を確認するための十分な期間が

設けられていたといえる。そして，本件請負契約が，それぞれ代金が３億円な

いし７億円を超える高額な契約であったこと（前提事実⑵）からすれば，請負
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を業とする会社である原告重機としては，事後の紛争を防止するために，契約

書記載の条項を確認するのが当然であるし，前記期間はまさに契約書の内容の

確認のために設けられていた期間というべきである。現に，原告重機は，１号

請負契約に際し，被告アクティブに対し，支払条件の変更を申し出るなどして

いるところ（争いなし），契約書の内容を実際に確認していたことがうかがわ

れる。これらのことからすれば，原告重機は，前記期間において，本件請負契

約の各契約書の内容を確認し，本件仲裁規定についても，その存在を認識して

いたと合理的に推認される。そして，原告重機は，本件仲裁規定の存在を認識

した上で契約書に押印したのであるから，本件仲裁規定を含む契約書記載の内

容で合意する意思を有していたと認められる。 

したがって，原告重機と被告アクティブとの間で，本件仲裁規定のとおり，

仲裁合意が成立したと認められる（以下，原告重機と被告アクティブとの間で

成立した仲裁合意を「本件仲裁合意」という。）。 

⑵ これに対し，原告らは，本件請負契約締結当時，契約書の細かい条項につい

ては大手企業である被告らを信用しており，契約書のうち，代金額や支払条件

等の主な内容が記載されている１頁目のみ確認して，２頁目以降は内容を子細

に確認していなかったため，契約書に本件仲裁規定が含まれていることを認識

していなかったなどと主張する。 

しかし，本件請負契約の契約書は，いずれも，全部で５枚（１枚目に工期，

請負代金額，支払条件，附記事項等が記載され，２枚目から４枚目にかけて全

４６条にわたる契約条項が記載され，５枚目に各当事者の記名及び押印があ

る。）であるところ，前記⑴で述べた事情からすれば，原告重機が契約書の内容

を確認していなかったなどとは考え難い。また，原告らが指摘する，本件請負

契約の締結に当たって契約書の読み合わせが行われていない事実，被告アクテ

ィブから原告重機に対して本件仲裁規定についての説明がなかった事実，別途

の仲裁合意書が作成されていない事実はいずれも認められるものの（争いな
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し），これらの事実は，必ずしも原告重機が契約書の記載を確認していなかっ

たことを推認させるものとはいえず，前記認定を左右するものではない。さら

に，契約書は他の書式を流用しただけでそれに記載された条項で合意する意思

がなかったと原告らが主張する点についても，契約書１枚目の附記事項におい

て，契約条項のうち前払金を定める第３６条は適用しないと明記され，契約条

項の第３６条の部分に×印がされていることに照らすと，契約書に記載された

他の条項については，基本的に適用されることを前提として契約書が作成され

たと認めるのが相当である。したがって，原告らの主張は採用できない。 

２ 前記仲裁合意の効力が被告つうけん及び被告Ａに及ぶか否か（争点⑵） 

⑴ 仲裁合意の効力は，原則として合意をした当事者のみに及ぶと解されるが，

例外的に，仲裁合意の当事者以外の者であっても，その者の地位，当事者との

関係，当事者間の紛争に対する関与の程度等の個別事情を考慮した上で，当該

仲裁合意をした当事者において，当該当事者以外の者との間の紛争も仲裁によ

って解決する合理的意思があると解される場合には，当該当事者以外の者が示

す仲裁合意の効力の享受に関する態度いかんも踏まえて，当事者以外の者に対

しても仲裁合意の効力が及ぶ場合があると解される。 

⑵ これを踏まえて検討するに，本件では，当時被告つうけんの従業員であった

被告Ａが，原告重機の下に営業に訪れたことをきっかけとして，原告重機と被

告つうけん及び被告アクティブとの間で本件請負契約の締結に係る協議が開

始されたこと，本件請負契約については，当初，原告重機と被告つうけんとの

間で協議がされていたが，後に被告つうけん及び被告アクティブの業務分担の

都合から，被告アクティブが契約の主体となることが決まったこと，１号請負

契約の締結後，被告Ａが被告つうけんから被告アクティブに転籍し，本件請負

契約の工事についての設計を担当し，現場代理人として工事の施工に関与した

ことが認められる（いずれも争いなし）。 

かかる事実関係を踏まえると，被告つうけんは，被告アクティブが契約主体



 

14 

 

となる前に本件請負契約に関して原告重機との間で協議をしていた者であり，

被告アクティブとのグループ内における業務分担の都合で契約主体とならな

かったに過ぎないのであるから，本件請負契約に関して，実質的にみて被告ア

クティブと同様の立場にあり，同被告と別個の地位ないし役割を果たしていた

ものではない。また，被告Ａは，本件請負契約の締結及び履行（工事の設計及

び施工）に当たって，被告つうけん及び被告アクティブの従業員として行動し

た者であるところ，被告Ａのこの行動は，専ら被告つうけん及び被告アクティ

ブの組織としての業務を一従業員の立場から遂行したものであって，それとは

異なる個人的な行為であったことをうかがわせる事情はない。以上のことから，

本件請負契約の締結及び履行に関連して生じた民事紛争において，被告つうけ

ん及び被告Ａは，基本的に，被告アクティブと別個独立に解決されるべき立場

にはないとみるのが相当である。 

そして，訴状等における原告らの主張に照らせば，本件における原告らの被

告Ａに対する請求及び被告つうけんに対する請求のうち使用者責任を請求原

因とする部分は，いずれも本件請負契約に基づいて被告アクティブが実施した

工事の設計及び施工の瑕疵を理由とするものであるから，被告アクティブに対

する請求と責任を基礎付ける重要な事実を共通にしている。また，被告つうけ

んに対する請求のうち情報提供義務違反を請求原因とする部分についても，結

局のところ，被告アクティブの設計及び施工に瑕疵があったことを根拠として，

被告アクティブの工事を実施する能力の欠如を主張し，被告つうけんの情報提

供義務を基礎付けるものであるし，損害についても，設計及び施工の瑕疵によ

り発生した損害を主張するものと解されるから，やはり被告アクティブに対す

る請求と基礎となる重要な事実を共通にしている。そうすると，本件訴訟で問

題となる被告らとの間の紛争は，その内容に照らして，全ての被告との関係で

同一の手続において一体として審理判断されるにふさわしい性質のものとい

える。仮に，被告つうけん及び被告Ａとの関係では訴訟による解決を図るとい
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うことになると，訴訟において，被告つうけん及び被告Ａが，本件請負契約及

びその履行に関連する資料を有し，敗訴の場合には求償権を行使する相手とな

り得る被告アクティブに対して訴訟告知をし，被告アクティブが訴訟に補助参

加する事態が生じることが容易に想定されるが，訴訟ではなく仲裁による解決

を目的として本件仲裁合意をした被告アクティブにおいて，仲裁手続で原告ら

の主張を争いつつ，訴訟においても補助参加をして争うという事態が生じるこ

とを想定ないし許容しているとは考え難い。 

これらを踏まえると，原告らと被告らとの間の本件紛争が異なる紛争解決手

続に係属することは，紛争の統一的解決及び手続負担の観点から相当ではなく，

同一の手続による解決を図ることが，当事者の合理的意思にかなうというべき

である。 

これらのことからすれば，原告重機と被告アクティブとの間の本件仲裁合意

においては，本件請負契約の締結及び履行について生じた紛争は，全て仲裁手

続において統一的に解決することが意図されていたと解され，そうすると，本

件における被告つうけん及び被告Ａに対する責任追及も，仲裁手続において解

決することが予定されていたというべきである。 

  そして，本件仲裁合意の当事者（及びその包括承継人）である原告らが訴え

を提起したのに対し，本件仲裁合意の当事者でない被告つうけん及び被告Ａは，

本件仲裁合意の存在を主張して訴えの却下を求めており，本件仲裁合意の効力

を享受して仲裁手続によって紛争解決を望む態度を示しているから，これら被

告について本件仲裁合意の効力を及ぼしても，これら被告の裁判を受ける権利

を一方的に奪うことにはならない。 

⑶ そうすると，前記のとおりの本件の事情の下では，本件仲裁合意の効力は，

被告つうけん及び被告Ａに対しても及ぶと解するのが相当である。 

３ 結論 

以上より，本件訴えは，仲裁合意の対象となる民事上の紛争について提起され
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たものと認められるから，仲裁法１４条１項本文に基づき，本件訴えを却下する

こととして，主文のとおり判決する。 

札幌地方裁判所民事第１部 

 

裁判長裁判官  谷  口  哲  也 

 

 

裁判官  亀  井  佑  樹 

 

 

裁判官  木  村  大  慶 


